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交流・賑わい空間
に係る関係機関と
の総合調整につい
て

①国内外航路及び空港の連携や流通加工機能
等を活かした『アジアの中継拠点港』化に
よる航路網の充実
②空港との連携や物流・交流・商流の相乗効
果による臨空・臨港型産業の集積及び創貨
③多様なクルーズを迎え入れ、沖縄の魅力を
発信する快適な玄関口の形成
④万国津梁のロマンを感じる、国内外の人・物・
文化等の交流を生むウォーターフロント空
間の形成
⑤平時及び災害時等の安全かつ安定的な港湾
利用環境の確保
⑥経済活動と水辺に親しむ豊かな県民生活、
自然環境が共生する良好な港湾環境の創出
⑦人材と技術を育成する実証フィールドとし
ての港湾空間の活用

《基本戦略（７つのチャレンジ）》

《設立目的》
　那覇港管理組合は、那覇港の開発発展と利用
の促進を図るとともに、適正で能率的な管理運
営を行うことを目的として平成14年4月1日に
沖縄県、那覇市及び浦添市の三自治体で設立し
た特別地方公共団体です。

　那覇港長期構想の基本理念『舟楫をもって万国
の津梁となす、世界と沖縄・日本全国の人・物・
文化を繋ぐ“みなと”』のもと、次の７つの基本戦
略を掲げ、整備計画を推進しています。

しゅうしゅう

（総務課、管理課、計画建設課職員兼務）

参事兼
プロジェクト
推進室長（１）

3

3

（参事、計画建設課職員兼務）

（会計管理者兼務）

TEL 098-868-2640
FAX 098-868-2629



那覇港公共国際コンテナターミナル供用開始。（10 号岸壁）



　2024年に那覇港に入港した船舶数は、7,887隻（47,209,658総トン）となっています。船舶乗降人員は1,536,836人で、内外
航別にみると57.5％が外航客で42.5％が内航客であり、内航客のうち県内航路が90.9％を占めています。
　また、港湾取扱貨物量は1,935万トンで、これを内外貿易別にみると93.7％が内貿、出入別にみると輸移出が50.9％を占めています。
全体の取扱貨物量のうち、コンテナ貨物は約24.3％を占めています。（2025年12月時点）
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《那覇港新規航路誘致促進事業》

（事業目的）
　那覇港新規航路誘致促進事業は、那覇港における新規の国際航路の開
設を行う外航船社に対し、その費用の一部を支援することにより、那覇港に
おける航路の拡充と国際コンテナ貨物の増大を図るとともに、コストやリード
タイム等を検証し、今後の施策に反映させ、那覇港の海上運賃の低減に結
びつけることを目的としております。

《那覇港輸送効率化支援事業》

（事業目的）
　那覇港輸送効率化支援事業は、那覇港を利用する国際コンテナ貨物の
効率的な輸送パターンへのシフトを支援することにより、那覇港における国
際コンテナ貨物の増大と那覇港を利用する輸送の効率化を促進することを目
的としております。

（対象事業者）
　外航船社またはその日本代理店

（支援内容）
　①新規航路開設　：1寄港当たり最大150万円
　②既存航路の再編：1寄港当たりの経費の５０％を補助（上限75万円）

（対象要件）
　①那覇港への新規寄港による国際航路の開設
②那覇港寄港航路の再編による、那覇港と新たな寄港地を直接結ぶ国
際航路の開設

（対象事業者）
　国際コンテナ貨物を輸送する荷主または物流企業

（対象要件）
　①国際コンテナを取り扱う荷主、物流事業者、商社等であること
　②輸送パターンⅠ型、Ⅱ型に合致するルートであること
　③那覇港を今後継続的に利用する計画であること

（支援内容）
　　シフト後における輸送費（海上輸送費・陸上運搬費・保管費等）の
50％を補助（上限100万円）
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　2006年１月１日、日本で初めて、完全民間企業(Naha International Container Terminal,Inc.)による運営が開始され、2016年１

月1日からは、国内有数の総合物流企業である三井倉庫株式会社が中核企業として経営に参入しました。

　中核企業のこれまで培ってきた豊富な経験・人材と海外ネットワークを最大限活用し、新たな貨物獲得や貨物増加に向けた取り組み

を強化しています。



（※維持管理・運営業務実施）
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　那覇港は、国内有数の国際クルーズ客船の寄港地であり、2019年

は過去最高の260隻の客船が訪れ、寄港回数は全国１位を記録しま

した。

　その後、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けましたが、

2025年の寄港回数は計205隻のクルーズ客船が那覇港を訪れ、順

調に回復しております。

　那覇港では、沖縄の魅力を発進する快適な玄関口の形成を目指し、

関係機関等と緊密に連携し、フライ&クルーズやラグジュアリー船等

の多様なクルーズ船の誘致のためのポートセールスの実施等、質の高

いクルーズ観光の推進に向けた取り組みを進めております。

ルーズ拠点の整備を進めており、岸壁等の施設を令和５年２月に暫
定供用しています。

クルーズ船寄港実績
《質の高いクルーズ観光の推進》
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　現在は、社会情勢の変化への対応や那覇港港湾計画改訂を踏まえ、同マスター
プランの見直しに取り組んでいます。

那覇港の脱炭素化の取組

　国が2050年の温室効果ガス排出量実質ゼロを目指すことを表明したことを踏ま

え、那覇港管理組合では令和７年８月に、 「那覇港港湾脱炭素化推進計画」を策定

しました。

　同計画は、那覇港に関係する企業等が、脱炭素化推進計画の策定を通じて民間同

士の連携や官民の連携などを具体化することにより、脱炭素化への転換を加速する

ことを目的としています。

《那覇港港湾脱炭素化推進計画》
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10号、12号岸壁及び泊ふ頭８号岸壁に制限区域を設け、保安対策
を実施しています。

ふ頭制限区域
凡 例



13 万国津梁のロマンあふれる交流のみなとまちづくり

　那覇港を取り巻く社会情勢の変化や上位関連計画の改訂等を踏まえ、有識者、まちづくり協議会、民間事業者や関係自治体等による検討

委員会やワークショップを実施し、多様な意見を取り入れながら令和７年８月に那覇港みなとまちづくりマスタープランを改定しました。

　本改定においては、関係自治体、地域住民や企業が協働することでウォーターフロント及び後背地が一体となって、長期構想で掲げる

交流・賑わいの将来像「世界と沖縄、琉球の歴史・文化を繋ぎ、観光の高付加価値化に導く“みなと”」を実現することを目的として、そ

のための方針や取り組みをとりまとめています。

《那覇港みなとまちづくりマスタープラン》
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